
別紙様式２号

整備事業

Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ

ニュ

ー

①

メ

ニュー

②

事業内容 事業費 備考

（円）

（工種、施設区

分、構造、規

格、能力等）

交付金

都

道

府

県

費

市町

村費

その他

酒

田

市

庄

内

み

どり

農

業

協

同

組

合

（本

楯

地

区）

土

地

利

用

型

作

物

稲

（新

規

需

要

米

を

除

く）

ﾀﾝﾊﾟｸ値の

0.4ﾎﾟｲﾝﾄ低

下、食味値

の向上。

かつ、品質

分析の結果

の施肥等生

産技術への

反映。

タンパ

ク値

7.4%

食味値

75.9

食味値

の

品質分

析結果

を施肥

等生産

技術へ

反映

タンパ

ク値

7.4%

食味値

74.6

食味値

の

品質分

析結果

を施肥

等生産

技術へ

反映

タンパ

ク値

7.8%

食味値

74.0

食味値

の

品質分

析結果

を施肥

等生産

技術へ

反映

タンパ

ク値

7.6%

（0.2ﾎﾟ

ｲﾝﾄ

増）

食味値

75.0

食味値

の

品質分

析結果

を施肥

等生産

技術へ

反映

タンパ

ク値

7.0%

（0.4ﾎﾟ

ｲﾝﾄ低

下）

食味値

78.0

食味値

の

品質分

析結果

を施肥

等生産

技術へ

反映

-50.0%

米の千

粒重が

小さく、

ﾀﾝﾊﾟｸ

値が

0.2ポイ

ント増

加して

しま

い、成

果目標

の達成

に至ら

なかっ

た

土地利

用型作

物

稲（新

規需要

米を除

く）

環境保

全型農

業（特

別栽培

米）の

取組人

数の

8.5ポイ

ントの

増加

特別栽

培米の

取組人

数

12.9％

（18人/

販売農

家140

人）

特別栽

培米の

取組人

数

12.9％

（18人/

140人）

特別栽

培米の

取組人

数

13.9%

（19人/

137人）

特別栽

培米の

取組人

数

21.6%

（32人/

148人）

（8.7ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加）

特別栽

培米へ

の取組

人数

21.4%

（30人/

140人）

（8.5ポ

イント

増加）

102.4%

特別栽培米

への取組人

数が8.7ポイン

ト増加し、成

果目標を達成

した

乾式集塵装置

一式

（湿式から乾式

への高度化）

 108,675,000 51,750,000 56,925,000

H25.9.5

　乾式集塵装置を設置することによ

り、集塵装置運転に係る費用の削

減、環境負荷の軽減が図られた。

　目標達成については、施肥技術の

周知や現地巡回により、ﾀﾝﾊﾟｸ値

0.4％低下及び食味値向上の取組み

を進めたが、施肥量の削減や生育中

期の水管理、中干しがなされなかった

水田が一部で見られたためタンパク

値が高くなった。食味値については、

適正な生育管理を行って登熟を高

め、米の成分品質を向上する取組を

推進したが、管理の徹底に至らない

水田が一部で見られ、目標を達成で

きなかった。今後は、栽培指導におけ

る施肥管理や水管理を徹底し、タン

パク値を低下させるとともに成分品質

を高めて食味値を向上して成果目標

の達成を図る。

　特別栽培米への取組については、

「つや姫」の特別栽培米作付推進に

地区全体で取り組んだ結果、成果目

標を達成した。今後も土づくりを中心

とした特別栽培米の推進及び特別栽

培米農家の増加に取り組む。

　乾式集塵装置を設置することによ

り、集塵装置運転に係る費用の削

減、環境負荷の軽減が図られた。

　成果目標1のﾀﾝﾊﾟｸ値0.4％の低下

については、施肥管理や中干しの確

実な実施を指導したが、中干し、追肥

の実行が遅れた事例が見られ、結果

としてタンパク質含有率が高くなった。

食味値においては、成分品質が高ま

らず、成果目標の達成に至らなかっ

た。今後は、施肥、栽培管理指導を

徹底してタンパク値の低減に努める。

また、登熟を向上して食味値を高める

取組を推進し、県として一層の技術指

導や啓発活動を行う。

　成果目標2の特別栽培米の取組人

数については、地区の積極的な参加

により目標を上回る成果を上げてい

る。県としても引き続き特別栽培の取

組を進めるとともに、高品質米生産を

支援していく。

酒

田

市

庄

内

み

どり

農

協

（上

田

地

区）

土

地

利

用

型

作

物

（新

規

需

要

米

（飼

料

用

米）

）

事業実施地

区内におけ

る水稲作付

面積のうち、

新規需要米

が占める面

積割合が5

ﾎﾟｲﾝﾄ増加

新規需

要米作

付割合

11.9%

（7ha/

水稲作

付面積

59ha）

新規需

要米作

付割合

11.7%

（7ha/

60ha）

新規需

要米作

付割合

11.8%

（7.3ha

/

62ha）

新規需

要米作

付割合

18.0%

（11.8h

a/

65.5ha

）

（6.1ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加）

新規需

要米作

付割合

16.9%

（10ha/

59ha）

（5ﾎﾟｲﾝ

ﾄ増加）

122%

主食用

米の生

産から

新規需

要米生

産へ移

行した

結果、

成果目

標を達

成した

土地利

用型作

物（新

規需要

米（飼

料用

米））

多収性

の専用

品種の

作付面

積の占

める割

合が

28.6ポ

イント

増加

多収性

専用品

種の栽

培割合

71.4%

（5ha/

新規需

要米作

付面積

7ha）

多収性

専用品

種の栽

培割合

74.3%

（5.2ha

/

7ha）

多収性

専用品

種の栽

培割合

75.3%

（5.5ha

/

7.3ha）

多収性

専用品

種の栽

培割合

100.0%

（11.8h

a/

11.8ha

）

（28.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

多収性

専用品

種の栽

培割合

100%

（10ha/

10ha）

（28.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

100%

多収性専用

品種の飼料

用米栽培に移

行した結果、

成果目標を達

成した

大型循環乾燥

機の高度化及

び乾式集塵装

置増設

荷受計量機用

操作盤の高度

化及び自動水

分計増設

自動計量包装

機設備増設

   73,375,995    34,940,000 38,435,995

H25.9.30

　本事業で大型乾燥器や計量包装機

を整備したことで、乾燥調製作業の効

率化が図られた。また、乾式集塵装

置を導入したことで集塵装置運転に

係る費用の削減、環境負荷の軽減が

図られた。以上のことから施設の運営

コストが削減された。

　新規需要米（飼料用米）の作付拡大

については、従来の機械設備を活用

できる飼料用米への作付け要望が高

く、また、大口実需との結びつきによ

る地域内生産が図られ、目標を達成

した。

　多収性専用品種（ふくひびき）につ

いては、講習会等で多収性専用品種

の栽培方法や品種特性を説明し、地

域で合意を図る取組みを進めた。栽

培者から品種の切り替えについて同

意を得られ、目標を達成することがで

きた。

　今後とも飼料用米生産拡大の要望

に応えられるよう対応していく。

　大型乾燥器や自動の水分計や包装

機の整備により作業の自動化が図ら

れ、経費削減や作業の効率化などが

進むとともに品質向上にもつながって

いる。

　成果目標1は、水田活用の直接払

い交付金を活用した取組みを進めた

ことで計画以上に新規需要米作付面

積を拡大することができた。成果目標

2について、計画のとおり飼料用米を

多収性品種（ふくひびき）に切替える

ことで、達成することができた。県とし

ても引き続き飼料用米生産の定着及

び生産拡大を図るとともに、低コスト

や多収穫の技術支援を行っていく。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月

日

達成率

目標値

（平成

27年）

目標値

（平成

27年）

達成率

（対象

作物・

畜種等

名）②

計画時

（平成

24年）

１年後

（平成

25年）

都道府県の評価

成果目標の

具体的な実績

②

事業実施主体の評価

３年後

（平成

27年）

成果目

標の具

体的な

実績①

（対

象

作

物・

畜

種

等

名）

①

市

町

村

名

事

業

実

施

主

体

名

事業実施後の状況①

３年後

（平成

27年）

１年後

（平成

25年）

２年後

（平成

26年）

２年後

（平成

26年）

計画時

（平成

24年）

成果目

標の具

体的な

内容②

事業実施後の状況②

成果目標の

具体的な内

容①

負担区分（円）



三

川

町

庄

内

た

が

わ

農

業

協

同

組

合

(横

山

地

区）

土

地

利

用

型

作

物

（稲

）

重金属等の

有害物質の

低減に取り

組む面積を

10ﾎﾟｲﾝﾄ増

加

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

0%

（0ha/

水稲作

付面積

343ha）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

0%

（0ha/

383.5h

a）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

15.5%

（58.8h

a/

380.2h

a）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

15.5%

（59.1h

a/

381.0h

a）

（15.5

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

10%

（35ha/

343ha）

（10ﾎﾟｲ

ﾝﾄ増

加）

155% 重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積が

15.5ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加し、

成果目

標を達

成した

土地利

用型作

物（稲）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合を

12.6ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

68.5%

（72戸/

105戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

68.5%

（76戸/

106戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

77.6%

（76戸/

98戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

78.9%

（75戸/

95戸）

（10.4

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

81.1%

（86戸/

106戸）

（12.6

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

82.5% 各集落役員を

通じて組合員

へ理解を求め

るように働き

かけたが、

12.6ポイント

の増加目標に

対して10.4ポ

イントの増加

に留まり、成

果目標の達

成に至らな

かった

サイロ冷却装置

導入・ダクト設

置工事

粗選機高度化

工事

54,075,000 25,750,000 28,325,000

H25.9.3 　サイロ冷却装置を導入したことによ

り、籾の呼吸損失量削減、保管中の

籾水分低下防止が図られ、品質が向

上した。粗選機高度化に伴い、従来

の機械に排藁ファンを設置したことで

選別能力が高まり、狭雑物の混入が

低下したため籾摺り作業効率が改善

した。

　成果目標1の重金属等の有害物質

の低下に取り組む面積の増加につい

ては湛水管理など水管理の徹底を行

い、地区農家の協力も得ることができ

た。成果目標2の環境保全型農業を

取り組む面積の増加については、特

栽ひとめぼれの作付を推進したが、

農業者の特栽技術習熟が進まず、特

栽に切替える農業者が増加しなかっ

たため目標を達成出来なかった。今

後は、特栽ひとめぼれ及び特栽つや

姫作付の推進、特栽技術の講習会を

実施するなど農業者の理解を進め、

新たに特栽米を取り組む戸数を増や

し、成果目標の達成を図る。

　サイロ冷却装置を導入したことによ

り、貯蔵中の品質変動が防止され

た。粗選機の高度化により、狭雑物

の混入が低下したため籾摺り作業効

率が改善した。

　成果目標1の重金属等の有害物質

の低下に取り組む面積の増加につい

ては農林水産省の「水稲のカドミウム

吸収抑制のための対策技術マニュア

ル」を遵守し水管理の徹底を行い、目

標以上の達成が出来た。成果目標2

の環境保全型農業を取り組む面積の

増加は、特栽技術に対する理解不足

が影響して農業者の取組が進まな

かったが、栽培講習会の実施や環境

保全型農業の助成制度等を周知徹

底し特栽面積の増加を推進する。

三

川

町

庄

内

た

が

わ

農

業

協

同

組

合

（東

郷

地

区）

土

地

利

用

型

作

物

（稲

）

重金属等の

有害物質の

低減に取り

組む面積を

10ﾎﾟｲﾝﾄ増

加

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

0%

（0ha/

水稲作

付面積

289ha）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

0%

（0ha/

312.4h

a）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

21.0%

（66.0h

a/

314.4h

a)

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

29.8%

（91.6h

a/

307.1h

a）

（29.8

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積

10%

（29ha/

289ha）

（10ﾎﾟｲ

ﾝﾄ増

加）

298.0% 重金属

等の有

害物質

の低減

に取り

組む面

積が

29.8ポ

イント

増加

し、成

果目標

を達成

した

土地利

用型作

物（稲）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合を

34.2ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

23.9%

（28戸/

117戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

27.7%

（31戸/

112戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

35.1%

（39戸/

111戸）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

73.3%

（77戸/

105戸）

（49.4

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

販売農

家のう

ち特別

栽培米

に取り

組む農

業者割

合

58.1%

（68戸/

117戸）

（34.2

ﾎﾟｲﾝﾄ

増加）

144.4% 販売農家のう

ち特別栽培米

に取り組む農

業者割合が

49.4ポイント

高まり、成果

目標を達成し

た

湿式集塵装置

高度化工事

籾摺プラント高

度化工事

73,395,000 34,950,000 38,445,000

H26.2.27

　籾摺プラントを高度化したことによ

り、処理量の増加及び施設運営コスト

の減少につながった。湿式集塵装置

の導入後、塵が建物周辺に散乱せず

衛生環境が改善した。

　成果目標1の重金属等の有害物質

の低下に取り組む面積の増加につい

ては湛水管理など水管理の徹底を行

い、地区農家の協力も得ることができ

た。成果目標2の環境保全型農業を

取り組む面積の増加については特栽

への切り替えが計画どおり進み目標

を達成出来た。

　今後とも特栽への取組を通じて環

境負荷が少なく、高品質米の生産を

推進していく。

　籾摺プラントを高度化したことによ

り、時間当たりの籾処理量が増加し、

作業効率が向上して施設運営コスト

が削減した。湿式集塵装置の導入

後、施設内の衛生環境が改善し、労

働環境が向上した。

　成果目標1の重金属等の有害物質

の低下に取り組む面積の増加につい

ては農林水産省の「水稲のカドミウム

吸収抑制のための対策技術マニュア

ル」を遵守し水管理の徹底を行い、目

標以上の達成が出来た。成果目標2

の環境保全型農業を取り組む面積の

増加についても、環境保全型農業の

助成制度等を周知徹底し農家意識が

高まったことにより特栽栽培面積の増

加が進んだ。県としても引き続き技術

指導を通じて有害物質の低減と特別

栽培米の生産拡大を支援していく。

天

童

市

天

童

市

農

業

協

同

組

合

土

地

利

用

型

作

物

（稲

）

下位等級指

数を減らし

品質米の出

荷体制を図

る。

　※下位等

級指数　３

割削減

（7中5

平均）

下位等

級指数

2.2%

（98.94

t/

4403.7

6t（加

工米除

く））

下位等

級指数

1.9%

（81.54

t/

4257.6

t）

下位等

級指数

4.2%

（170.9

7t/

4043.4

6t）

下位等

級指数

1.4%

（52.98

t/

3805.3

5t）

（3割削

減）

下位等

級指数

1.4%

（61.68

t/

4403.7

6t）

（3割削

減）

100.0%

下位等

級割合

が0.8

ポイン

ト減少

し、成

果目標

を達成

した

土地利

用型作

物（稲）

10aあ

たりの

労働時

間を削

減す

る。

　※

0.92h

→

0.66h

　

28.2%

削減

労働時

間

0.92h/

10a

労働時

間

0.92h/

10a

労働時

間

0.41h/

10a

労働時

間

0.43h/

10a

（53.3%

削減）

労働時

間

0.66h/

10a

（28.2%

削減）

188.5%

10aあたり労

働時間を

0.49h削減した

穀類乾燥調製

貯蔵施設（籾摺

りユニット

2.88t/h、色彩選

別機5.6t/h、フ

レコン計量機

10t/h）

57,750,000 27,500,000 30,250,000

H26.1.20

　穀物類乾燥調製施設の色彩選別機

及びフレコン計量機を本事業で導入

したことにより、一等米の比率向上と

計量に係る時間短縮の効果があっ

た。

　成果目標①については、色彩選別

機の高精度な分別に加え、栽培にお

いて白未熟粒や斑点米カメムシ等の

発生を低下する取り組みを推進した

結果、下位等米の比率が下がり、目

標を達成することができた。

　成果目標②については、調製作業

にかかる高能率機械の導入と効率的

な労働力分配を行って施設運営を実

施した結果、目標を大幅に上回った。

　今後も導入機械による適切な調製

作業や効率的使用に努める。また、

高品質米生産技術の向上に努める。

　なお、出荷量については、米生産農

家及び米生産数量目標が減少したた

め計画数量の86%程度となっている。

高度な色彩選別機の導入により一等

米比率を上げることが可能となったこ

とから下位等級の割合が減少した。

また、乾燥調製施設の機能強化によ

り乾燥調製作業時間の短縮が図られ

た。成果目標を達成していることか

ら、県としても引き続き高品質米生産

と効率的な施設運営を支援し、事業

効果の維持を図る。

　なお、出荷量が計画数量に至ってい

ないが、これは、当該地区の米生産

農家数が減少しつつあり、出荷量が

減少していることや米生産数量目標

が減少していることによるものであり、

事情やむをえないものと考える。



上

山

市

山

形

農

業

協

同

組

合

土

地

利

用

型

作

物

（稲

）

直接販売・

契約栽培取

扱量の割合

を30ﾎﾟｲﾝﾄ

増加

直接販

売・契

約栽培

取扱割

合

25.6%

（180t/

704.43

t）

- 直接販

売・契

約栽培

取扱割

合

81.42%(

55.82

ﾎﾟｲﾝﾄ

増)

（687.6

9t/

844.59

t）

直接販

売・契

約栽培

取扱割

合

58.56%(

32.96

ﾎﾟｲﾝﾄ

増)

（484.5

9t/

827.55

t）

直接販

売・契

約栽培

取扱割

合

55.6%(3

0ﾎﾟｲﾝﾄ

増)

（724t/

1,302t

）

109.9%

直接販

売・契

約栽培

取扱割

合が

33.0ﾎﾟ

ｲﾝﾄ増

加し、

成果目

標を達

成した

土地利

用型作

物（稲）

下位等

級指数

を5割

削減

下位等

級指数

0.74%

（5.22t

/

704.43

t）

- 下位等

級指数

0.00%

(0t/

844.59

t）

下位等

級指数

0.00%

（100%

減）

（0t/

827.55

t）

下位等

級指数

0.37%

(50%

減)

（4.82t

/

1,302t

）

200.0%

下位等級米を

0%に低減し、

成果目標を達

成した

穀類乾燥調製

貯蔵施設

鉄骨造・貯蔵ビ

ン型

・建床面積

1,178.03㎡

・ｽﾀｱﾃﾞﾎﾟ8基

・貯蔵乾燥角ビ

ン12基

・処理量1,620乾

籾t

635,137,683 255,150,000 379,987,683

H26.8.27

 カントリーエレベーターを整備し、高

品質米の生産、出荷が可能となった。

　小売店や個人消費者等に対しての

直接販売又は中食・外食用等向けの

原料用等米の契約栽培の取組を推

進し、目標を達成した。

　また、下位等級指数の割合につい

ては、カントリーエレベータの整備に

よって高品質米の調製が大規模で可

能となったことに加えて、稲作栽培管

理体制の強化により、防除を適切に

実施したことで目標値を達成した。

　今後とも施設の運営・管理を適切に

行うとともに栽培管理体制を強化して

高品質米生産を推進する。

　なお、H27の全生産量（玄米出荷

量）は827.55tで計画数量の64%程度

となり、一方、カントリーエレベーター

の荷受量（乾籾換算）は1413.18tで計

画処理量の87%程度となった。これ

は、H27は天候不順のため登熟が進

まず網下の米の割合が多くなったた

め玄米出荷量が減少したことと、米生

産数量目標が減少していることによる

ものである。今後は、登熟を高めるた

め適切な肥培管理を指導し生産量の

向上に努める。

　本事業で穀類乾燥調製貯蔵施設を

整備したことにより小売店や個人消

費者、中食・外食用等向けの原料用

等米についてそれぞれのニーズに対

応した出荷が可能となったことから、

販路拡大も進み、直接栽培・契約栽

培に係る成果目標を達成した。また、

カントリーエレベータの整備及び稲作

栽培管理体制の強化を実施したこと

で品質が向上し、下位等級指数が

0％となり成果目標を達成した。

　県としても引き続き事業効果維持の

ため支援していく。

　なお、H27は天候不順による登熟低

下のため全生産量が目標数量に達し

なかった。事情やむを得ないところも

あると考えるが、今後、気象変動に対

応した栽培技術の徹底により生産量

の向上を図るよう指導していく。

129.4%

総合

所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平

均達成率

各事業実施主体とも成果目標達成に向け取り組み、指導を推進した結果、ほとんどの目標を達成することが出来た。未達成の目標を有する2つの事業実施主体については、早期の目標達成に向け重点的に指導を行う。


